
貸 借 対 照 表

令和２年　３月３１日
学校法人 身延山学園

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 2,357,154,248 2,405,550,388  △ 48,396,140

    有形 固定 資産 1,725,129,070 1,770,185,614  △ 45,056,544

        土          地 166,193,756 166,193,756 0

        建          物 1,138,524,226 1,183,036,240  △ 44,512,014

        構    築    物 275,921 364,823  △ 88,902

        教育研究用機器備品 15,475,563 19,635,928  △ 4,160,365

        管理用機器備品 1,754,968 2,558,472  △ 803,504

        図          書 396,471,292 389,491,579 6,979,713

        車          輌 6,433,344 8,904,816  △ 2,471,472

    特  定  資  産 ( 600,484,220) ( 601,399,280) (△ 915,060)

        第３号基本金引当特定資産 600,000,000 600,000,000 0

        退職給与引当特定資産 484,220 1,399,280  △ 915,060

    その他の固定資産 31,540,958 33,965,494  △ 2,424,536

        電 話 加 入 権 30,100 30,100 0

        施 設 利 用 権 0 600,000  △ 600,000

        有  価  証  券 19,345,113 19,670,541  △ 325,428

        警備保障保証金 100,000 50,000 50,000

        救命装置保証金 20,000 20,000 0

        出    資    金 1,067,300 1,067,300 0

　　    研修旅行費預り金資産 6,315,000 7,380,000  △ 1,065,000

        学術 奨励 基金 4,503,604 4,503,153 451

        ソフトウェア 159,841 385,200  △ 225,359

　　　　長 期 前 払 金 0 259,200  △ 259,200

流動資産 274,403,565 313,387,973  △ 38,984,408

        現  金  預  金 247,789,228 265,585,851  △ 17,796,623

        未  収  入  金 25,819,284 47,104,842  △ 21,285,558

        前    払    金 686,753 593,480 93,273

        仮    払    金 108,300 103,800 4,500

資産の部合計 2,631,557,813 2,718,938,361  △ 87,380,548

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 94,711,362 86,951,744 7,759,618

        長 期 借 入 金 83,800,000 69,600,000 14,200,000

　　　　長 期 未 払 金 10,427,142 15,952,464  △ 5,525,322

        退職給与引当金 484,220 1,399,280  △ 915,060

流動負債 73,272,983 99,937,922  △ 26,664,939

        短 期 借 入 金 10,800,000 10,800,000 0

        未    払    金 35,230,019 55,925,384  △ 20,695,365

        前    受    金 17,446,000 21,380,000  △ 3,934,000

        預    り    金 3,481,964 4,452,538  △ 970,574

        研修旅行費預り金 6,315,000 7,380,000  △ 1,065,000

負債の部合計 167,984,345 186,889,666  △ 18,905,321

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 3,977,269,216 3,957,095,840 20,173,376

　　　　第１号　基本金 3,339,110,866 3,318,937,490 20,173,376

　　　　第３号　基本金 600,000,000 600,000,000 0

　　　　第４号　基本金 38,158,350 38,158,350 0

繰越収支差額  △ 1,513,695,748  △ 1,425,047,145  △ 88,648,603

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 1,513,695,748  △ 1,425,047,145  △ 88,648,603

純資産の部合計 ( 2,463,573,468) ( 2,532,048,695) (△ 68,475,227)

負債及び純資産の部合計 2,631,557,813 2,718,938,361  △ 87,380,548
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注記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針

(1)引当金の計上基準(1)引当金の計上基準

徴収不能引当金徴収不能引当金

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

　　　　
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込 み額を計上している。

退職給与引当金退職給与引当金

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

　　　　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額181,589,730円 を基にして、私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

      
と交付金の累計額と組入れ調整額を加減した金額の100％を 計上している。

(2)その他の重要な会計方針(2)その他の重要な会計方針(2)その他の重要な会計方針

　　　　
有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　
有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　
有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　
有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　
有価証券の評価基準及び評価方法

個別法による原価法を採用している。個別法による原価法を採用している。個別法による原価法を採用している。個別法による原価法を採用している。

　　　　
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引の対処方法

　　　　
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引の対処方法

　　　　
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引の対処方法

　　　　
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引の対処方法

　　　　
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引の対処方法

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転するとすると 認められるもの 以外のﾌｧｲﾅﾝｽﾘ-ｽ 取引については、1 ﾘｰｽ契約300万円以下

の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。の取引について通常の賃借取引に係る方法に準じた会計処理 によっている。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

該当なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額 1,661,021,9551,661,021,955 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額 0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

該当なし

６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 46,600,00046,600,000 円

７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。７.第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

　　　
（1）

　　　
有価証券の時価情報

　　　
（1）

　　　
有価証券の時価情報

　　　
（1）

　　　
有価証券の時価情報

　　　
（1）

　　　
有価証券の時価情報
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円）①総括表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      （単位
　

円）①総括表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      （単位
　

円）①総括表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      （単位
　

円）

種
　　　

類種
　　　

類種
　　　

類
当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）

種
　　　

類種
　　　

類種
　　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　　　
価時

　　　
価 差

　　　
額差

　　　
額

　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの　
時価が貸借対照表計上額 を

　超えないもの 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636

（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの） 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの） 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636

合
　　　　　　

計合
　　　　　　

計合
　　　　　　

計 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636合
　　　　　　

計合
　　　　　　

計合
　　　　　　

計 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636

（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの） 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの）（うち満期保有目的 のもの） 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 00

有価証券合計有価証券合計有価証券合計 619,345,113619,345,113

②明細表
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円）②明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      （単位
　

円）

種
　　　

類種
　　　

類種
　　　

類
当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）当年度（令和2年3月31日）

種
　　　

類種
　　　

類種
　　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　　　
価時

　　　
価 差

　　　
額差

　　　
額

債券債券債券 600,000,000600,000,000 563,390,000563,390,000 -36,610,000-36,610,000

株式株式株式 －－ －－ －－

投資信託投資信託投資信託 19,345,11319,345,113 16,051,47716,051,477 -3,293,636-3,293,636

貸付信託貸付信託貸付信託 －－ －－ －－

その他その他その他 －－ －－ －－

合計合計合計 619,345,113619,345,113 579,441,477579,441,477 -39,903,636-39,903,636

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 －－

有価証券合計有価証券合計有価証券合計 619,345,113619,345,113
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  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

　　
  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

　　
  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

　　
  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

　　
  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

　　
  （2）

　　  
所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ 取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ は、次のとおりである。

　　　　　
平成21年4月1日以降 に開始したﾘｰｽ取引

　　　　　
平成21年4月1日以降 に開始したﾘｰｽ取引

　　　　　
平成21年4月1日以降 に開始したﾘｰｽ取引

　　　　　
平成21年4月1日以降 に開始したﾘｰｽ取引

　　　　　
平成21年4月1日以降 に開始したﾘｰｽ取引

　
ﾘｰｽ物件の種類

　　　
ﾘｰｽ物件の種類

　　 　
ﾘｰｽ料総額

　
ﾘｰｽ料総額 未経過ﾘｰｽ料期末残高未経過ﾘｰｽ料期末残高未経過ﾘｰｽ料期末残高

教育用研究機器備品教育用研究機器備品 5,482,0805,482,080 1,594,0801,594,0801,594,080

管理用機器備品管理用機器備品 9,123,8409,123,840 4,032,8284,032,8284,032,828

14,605,92014,605,920 5,626,9085,626,9085,626,908

　　　
（3）

　　　
関連当事者 との取引

　　　　　　　
（3）

　　　
関連当事者 との取引

　　　　　　　
（3）

　　　
関連当事者 との取引

　　　　　　　
（3）

　　　
関連当事者 との取引

　　　　　　　
（3）

　　　
関連当事者 との取引

　　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位：千円）（単位：千円）

役員 資本金 事業の 議決権 関係内容関係内容 取引の 取引 勘定 期末

属性
法人等の

住所
または 内容 の所有 役員の 事実上 内容 金額 科目 残高

属性
名称

住所
種資金 または 割合 兼任等 の関係

属性 住所

職業

　
当法人に 7,500

対する 借入金 94,600

宗教法人 山梨県 兼任 学校法人 施設資金の 3,300

関係法人
身延山 南巨摩郡 ー 宗教法人 ー 3名 の運営 貸付返済額

関係法人
久遠寺 身延町 主体 当法人に

関係法人

身延3567 対する 105,000 一般 ー

関係法人

寄附金収入 寄附金

関係法人
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